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　　附　則

　　　第１節　通則

　（趣旨）

第１条　滝川地区広域消防事務組合消防署（支署及び分遣所を含む。以下「消防署」という。）に属する職員の勤務については、別に定めがあるものを除くほか、この規程の定めるところによる｡
　（勤務方法及び業務）

第２条　消防署に属する職員（以下「職員」という。）は、署長、支署長及び特に命じられた署員を除き、二つ又は三つの隊に分けて、交替勤務とする。

　（引継交替）

第３条　消防署における勤務の引継交替の要領は、次の各号による。

　⑴　勤務明けとなる署員（以下「非番員」という。）は、交替定刻前に署内外の清掃整頓及び機械器具の点検手入れ並びに分掌事務の整理を行い、引継準備をすること。
⑵　勤務日となる署員（以下「当務員」という。）及び非番員は、通信勤務中の者を除き、交替定刻までに分掌事務ごとに引継ぎを行い、異状の有無を当務隊長（以下「隊長」という。）に報告し、隊長は署長等（滝川地区広域消防事務組合消防署組織規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令第３号）第３条第１項及び第４条第１項で規定する署長及び支署長をいう。以下同じ。）に引継ぎ交替準備完了を告げるものとする。
　⑶　署長等は、交替定刻に至ったときは、所定の場所に当務員及び非番員ごとに整列させ、勤務の引継ぎ交替を行い、勤務上必要な事項について指示をして就勤させるものとする。

　⑷　署長等は、前各号によることができない事情があるときは、その一部を省略することができる｡
　（業務等の指示）

第４条　隊長は、引継ぎ交替終了後、当務員を集合させて予定業務及び業務分担等を指示するとともに、当務隊員勤務割表（別記第１号様式）により、勤務時間及び休憩時間の割り振りを明示するものとする。

　（勤務日誌）

第５条　隊長は、勤務中における所要事項等を勤務日誌（別記第２号様式）に記載するとともに、指定した署員に定時に気象状況を観測させ、これを記録して署長等に報告するものとする。

　（勤務の心得）

第６条　署員は、休憩時間中といえども出動体制を解くことなく、みだりに勤務場所を離れてはならない。

　　　第２節　通信勤務

　（勤務時間）

第７条　通信勤務員の勤務時間は、第４条に定める勤務時間の範囲内で、隊長がこれを指定するものとする。

　（通信勤務員の遵守事項）

第８条　通信勤務は、一般通信及び緊急通信を迅速的確に処理するため、次の各号に定める事項を遵守しなければならない。

　⑴　電話（無線電話を含む。）の応答は、冒頭に所属名を述べ、言語は明りょう懇切にし、冗長をはぶき、要件を簡潔に処理すること。

　⑵　勤務中は姿勢を正し、みだりに雑談、書見及び私用の通信等をつつしむとともに、所定の場所を離れないこと。

　⑶　勤務中に受信した重要な事項については、通信勤務日誌（別記第３号様式）に記載し、署長等の決裁を受けること。

　⑷　通信施設の機能に故障又は欠陥が生じたときは、直ちに隊長に報告し適切な措置を講ずること｡
２　災害発生時の通信勤務については、前項各号に定めるもののほか、滝川地区広域消防事務組合消防計画（平成13年滝川地区広域消防事務組合訓令第１号。以下「消防計画」という。）の定めるところによる。
　　　第３節　地水利調査

　（地水利調査の担当）

第９条　署長等は、所属の署員に所轄区域における地理及び水利の調査並びに保護を命じ、当該区域内の精査熟知に努めさせるとともに消防水利を常に使用可能な状態に保持させなければならない。

　（地理及び水利の種類）

第10条　地理及び水利の種類は、次の各号に掲げるものとする。

　⑴　地理　　地形、道路、橋りょう及び建築物、工作物等の状況その他警防上注意を要する箇所。

　⑵　水利　　水道消火栓、打込式消火栓、貯水槽、貯水池、防火井戸、プール、河川その他消防水利として使用できるもの。

　（消防水利台帳）

第11条　前条第２号の水利については、消防水利台帳（別記第５号様式）に、その位置、構造等及び管理の状況を記録し保存するものとする。

　（地水利調査の種類）

第12条　地水利調査の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。

　⑴　日常調査　次条に定める調査要領により、所轄区域ごとに毎日行う調査をいう。

　⑵　定期調査　水利の種類に応じ、一定の期間ごとに行う水量等の調査をいう。

　⑶　特別調査　署長等が必要と認めた都度行う特別点検及び手入をいう。

　（調査要領）

第13条　地水利調査は、次の各号に掲げる事項に留意して行わなければならない。

　⑴　道路又は橋りょうの工事その他により、消防自動車の進入及び水利部署に及ぼす支障の有無

　⑵　地形及び建築物、工作物の状況により、人命救助及び火災防ぎょに及ぼす支障の有無

　⑶　溢水又は漏水等の有無

　⑷　土砂又は積雪等のため、水利の所在発見困難の有無

　⑸　凍結又は泥土の固着による吸水口の異状の有無

　⑹　破損、損かい又は盗難等による異状の有無

　⑺　その他消防水利使用上の障害の有無

　（地水利調査の報告）

第14条　地水利調査を行った職員は、調査の種類に応じて調査報告書（別記第６号様式）により署長等に報告するものとする。

２　調査中消防上重大な支障となる事項を発見したときは、前項の規定にかかわらず現場から、直ちに報告するとともに、適切な措置を講ずるものとする。

　（調査員の遵守事項）

第15条　地水利調査に従事する署員は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

　⑴　服装、態度、言語等に留意し、住民に忌避されることのないよう努めること。

　⑵　故なく他人の住居若しくは商品等をのぞき見し、又は私用を行わないこと。

　⑶　他人の管理に属する建築物又は敷地内に立ち入らなければならないときは、あらかじめ当該管理者の承諾を受けること。

　⑷　火災、救急事故等の緊急事態を発見したときは、直ちに署長等に連絡するとともに、適切な措置を講ずること。

　⑸　服務中に消防自動車の出動を覚知したときは、速やかに現場に急行して隊長の指示に服すること｡ただし、署長等の特命があるときは、その指示により行動すること。

　　　第４節　消防訓練

　（訓練計画）

第16条　署長等は、消防訓練計画を作成し、実務に必要な訓練を実施しなければならない。

　（訓練の種類）

第17条　消防訓練の種類は、次の各号に掲げるものとする。

　⑴　消防操法訓練

　⑵　着装及び出動訓練

　⑶　火災防ぎょ訓練

　⑷　救助及び救急訓練

　⑸　消防機械器具操作訓練

　⑹　高所作業訓練

　⑺　各個及び部隊訓練

　⑻　礼式訓練

　⑼　その他必要な訓練

２　前項の訓練は、安全、迅速及び確実を原則としてその習熟に努めるものとし、実施の結果を訓練日誌（別記第７号様式）に記録しておくこと。

　　　第５節　救急

　（救急業務）

第18条　救急業務は、滝川地区広域消防事務組合救急業務実施規程（昭和54年滝川地区広域消防事務組合訓令第２号）の定めるところによる。

　　　第６節　火災予防

　（査察の実施）

第19条　署長等は、署員に所轄区域における防火対象物及び危険物の貯蔵又は取り扱い施設等について､査察を実施させなければならない。

２　前項の査察の実施細目及び査察結果の処理については、滝川地区広域消防事務組合予防査察規程（平成15年滝川地区広域消防事務組合訓令第２号）並びに滝川地区広域消防事務組合違反処理規程（平成15年滝川地区広域消防事務組合訓令第１号）の定めるところによる。

　（火災の調査）

第20条　署長等は、署員に所轄区域における火災の原因及び損害を調査させ、その結果を火災予防及び防ぎょ計画の資料として活用しなければならない。

２　前項の調査の実施細目は、滝川地区広域消防事務組合火災調査規程（昭和53年滝川地区広域消防事務組合訓令第１号）の定めるところによる。

　　　第７節　防ぎょ計画

　（防ぎょ計画の策定）

第21条　署長等は、所轄区域における防ぎょ計画を策定し、署員及び消防団員に周知しておかなければならない。

２　前項の防ぎょ計画は、別に定める滝川地区広域消防事務組合防ぎょ計画策定要綱により定めるものと
　する。

第22条　削除
第23条　削除
第24条　削除
第25条　削除
　　　第８節　特別警戒

　（火災警報の発令基準）

第26条　署長等は、所轄区域の気象状況が次の各号の一に該当するときは、消防長を経て組合長に当該区域について火災警報の発令を要請することができる。

　⑴　実効湿度が65％以下であって、最低湿度が45％以下となり、平均風速が毎秒７メートルをこえるとき。

　⑵　実効湿度が60％以下であって、平均風速が毎秒７メートルをこえるとき。

　（火災警報発令時の処置）

第27条　署長等は、火災警報が発令されたときは、別に定める消防信号により、所轄区域の住民に周知をはかるとともに、滝川地区広域消防事務組合火災予防条例（昭和61年滝川地区広域消防事務組合条例第１号）第29条に定めるところにより、火気の使用制限を行わなければならない。

　（特別警戒区域の設定）

第28条　署長等は、所轄区域において次の各号の一に該当する場合は、当該区域内について特別警戒区域を設定することができる。

　⑴　道路工事又は水道工事等のため、消防自動車が進入不能となる場合。

　⑵　水道断水等により、消防水利が皆無となる場合。

　⑶　特殊興行又は祭礼等により、多数の人の集合が予想される場合。

　⑷　その他特定地域において、特に火災危険又は人命危険が予想される場合。

　（警戒体制）

第29条　署長等は、火災警報が発令され又は特別警戒区域を設定したときは、次に掲げる事項に留意して警戒体制を強化しなければならない。

　⑴　必要な非番員を招集し、待機又は警戒勤務に就かせること。

　⑵　出動する消防自動車の乗車人員を強化して、防ぎょ力の強化をはかること。

　⑶　通信勤務員を増加して、災害連絡の万全を期すること。

　⑷　その他必要と認める措置を講ずること。

　　　第９節　災害出動

　（災害出動）

第30条　災害出動の種類、出動区分、現場行動及び報告等については、消防計画の定めるところによる｡
　　　第10節　機械器具

　（機械器具の管理）

第31条　署長等は、管理下にある機械器具について、署員を指揮監督し常に最良の機能を保全するよう管理しなければならない。

　（備品の管理）

第32条　機械器具のうち、備品に属するものについては、備品出納簿（別記第９号様式）より受払い事項を記録するものとする。

２　備品は、毎年１回以上検査を行うほか、必要に応じ品目を指定して臨時に検査を行うものとする。

　（指定用品の管理）

第33条　機械器具等に属する用品及びその他の用品で別に指定するもの（以下「指定用品」という。）の管理については、指定用品受払簿（別記第10号様式）によりこれを管理するものとする

　（ホースの管理）

第34条　消防署にホース台帳（別記第11号様式）を備え、次の各号に掲げる事項を記録するものとする｡
　⑴　ホース番号及び使用区分

　⑵　ホース材質

　⑶　購入年月日、購入店及び価格

　⑷　修理又は手入れの状況

　⑸　廃棄年月日

２　ホースの使用区分は、現場用及び訓練用とする。

３　ホースには、所属名及びホース番号を記入しておくものとする。

４　消防自動車には、常に現場用ホースを当該車両の積載能力に応じて、折たたみ又は二重巻として積載しておかなければならない。

　（自動車等の管理）

第35条　自動車及び原動機付自転車の管理については、滝川地区広域消防事務組合自動車管理規程（昭和55年滝川地区広域消防事務組合訓令第１号）の定めるところによる。

　（機械器具の修理等）

第36条　機械器具又は整備等で、定期に点検及び整備を行う場合又は小規模な修理及び改造等を行う場合は、機械器具等整備決定書（別記第12号様式）により決裁を受け整備を完了した場合は、機械器具等整備完成報告書（別記第13号様式）により、これを報告するものとする。

　（機械器具の廃棄等）

第37条　機械器具の廃棄、売却及び管理替え等を行う場合は、不用物品処分決定書（別記第14号様式）により、決裁を受けた後に処分するものとする。

　　　第11節　教　養

　（教養の実施）

第38条　署長等は、消防長の年間教養計画に基づき、教養を実施しなければならない。

２　署長等から特命を受けた者は、別に計画を立て署員を教養するものとする。

　（教養の区分）

第39条　教養の区分は、初任教養、現任教養、専科教養、幹部教養、及び一般教養とする。

２　署長等が必要と認めるときは、前項の教養の全部又は一部を、専門教育機関に委託することができる。

　（教養の報告）

第40条　署長等は、署員の教養を実施したときは、その結果を教養実施報告書（別記第15号様式）により、消防長に報告するものとする。

　　　第12節　点　検

　（点検の実施）

第41条　消防長又は署長等は、署員の教養及び消防訓練の成果を確認するため、点検を行うものとする｡
　（点検の区分）

第42条　点検の区分は、次の各号のとおりとする。

　⑴　週点検　　毎週１回署長等が行う

　⑵　通常点検　適宜消防長が行う

　⑶　特別点検　必要に応じ組合長又は消防長が行う

　⑷　現場点検　現場作業終了後署長等が行う

　　　第13節　招　集
　（招集）

第43条　署長等は、次の各号に掲げる場合は署員を招集しなければならない。

　⑴　消防長から命令があった場合

　⑵　災害が発生し又は発生するおそれがある場合

　⑶　消防訓練、教養及び点検等のため必要と認めた場合

　⑷　その他署長等が特に必要と認めた場合

２　前項の署員とは、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び育児休業以外の職員、非番員及び勤務を要しない日に該当する職員（以下「非番員等」という。）をいう。

　（参集）

第44条　非番員等が招集の命を受けたときは、特に指定された場合のほかは、すみやかに所属の所署に参集し、上司の指揮により行動するものとする。

２　非番員等は、招集の命を受けない場合でも災害の発生を覚知したときは、前項に準じて行動するものとする。

　（招集の準備）

第45条　署長等は、招集の適確を期するため住所録を備え、常に異動を整理して招集伝達を迅速に行うよう準備しなければならない。

２　非番員等が外出するときは、家人等に行き先を告げ、連絡できるように努めなければならない。

　（招集の方法）

第46条　非番員等の招集は、別に定める消防信号、有線電話及び無線電話等によるものとする。

　（招集の記録）

第47条　署長等は、招集を発令したときは招集記録簿（別記第16号様式）により、その内容を記録しておくものとする。

　　　附　則

１　この訓令は、公布の日から施行する。
２　支署及び分遣所に属する署員の勤務について、勤務の実態によりこの訓令により難い部分があるときは、消防長が別に定める。

３　消防本部に属する職員の勤務について、この訓令の適用を受ける部分があるときは、当該部分の署長等とあるものは本部次長と、署員とあるものは本部員とそれぞれ読み替えるものとする。

４　この訓令の施行の際、現に改正前の滝川地区広域消防事務組合滝川消防署勤務規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令第６号）の規定に基づいてなしたものは、この訓令の規定に基づき、なされたものとみなす。

　　　附　則（昭和63年４月１日訓令第４号）　

　この規程は、公布の日から施行する。　　　　

　　　附　則（平成６年４月１日訓令第４号）　

　この規程は、平成６年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成７年10月１日訓令第２号）　

　この規程は、平成７年10月１日から施行する。

　　　附　則（平成10年11月20日訓令第７号）　

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成13年３月27日訓令第２号）　

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成15年６月17日訓令第４号）　

　この規程は、公布の日から施行し、平成15年６月１日から適用する。

　　　附　則（平成17年５月31日訓令第４号）

　この規程は、平成17年５月31日から施行し、改正後の滝川地区広域消防事務組合機構改革に伴う関係規程の整備に関する規程の規定は、平成17年４月１日から適用する。
　　　附　則（平成19年３月29日訓令第１号）
　この規程は、平成19年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成22年６月16日訓令第８号）　

　この規程は、公布の日から施行する。

附　則（平成24年２月14日訓令第１号）
　この規程は、公布の日から施行する。

附　則（平成26年３月28日訓令第１号）
この規程は、平成26年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成29年３月28日訓令第２号）
　この規程は、平成29年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成29年９月29日訓令第４号）
　この規程は、平成29年10月１日から施行する。
